
計画 平成２７年　４月　１日　策定

平成　　年　　月　　日　修正

成果報告 令和元年５月３１日　報告

補助金等の名称

予算科目 款 6 項 1 目 2

予算事業名

実施計画の位置づけ

補助金分類

国県補助の状況 千円

交付先

支出根拠規定

補助の目的

補助の効果

補助対象事業の
具体的内容

対象経費及び補助率

補助金額の根拠

備考

1/2を超えて補助、設
立5年を超えて運営費
補助する理由

その他

補助期間

一般会計

　　　　　　　　　　　　　　　補助事業計画書・成果報告書－１

担当課 産業振興課

工業団地連絡協議会事業補助金

補助金額は補助の対象となる経費の５０パーセントを上限として、補助事業実施者に負担を
求める。

商業・工業団体育成事業

企業の連携による地域経済の振興を図ります

国付 ・ 県付 ・ 国直接 ・ 県直接 ・ 国県補助なし

佐倉工業団地連絡協議会、佐倉第三工業団地連絡協議会

佐倉市工業団地連絡協議会事業補助金交付要綱

市内工業団地内の企業間の連携を強化することにより、市内工業団地内企業の発展及び
勤務者の福祉の向上を図ることを目的とする。

組織的強化を図り、以て市内工業の発展を図ることが期待できる。

工業団地内の企業間の諸問題についての協議及び協議会講演会や視察研修会等の実施

（対象経費）連絡協議会主催で行う講演会、研修会、勤労者福祉事業に要する経費
（補助率）補助対象経費の１/２
（補助限度額）４月１日現在の連絡協議会会員企業数×５千円

平成２７年４月１日～平成３２年３月３１日



補助金等の名称

計画期間終了後の
最終的な目標値

　　　　　　　　　　　　　　　補助事業計画書・成果報告書－２

担当課 産業振興課

平成27年度

工業団地連絡協議会事業補助金

計画額
〔千円〕

各年度目標値
決算額
〔千円〕

各年度成果値

540

目標値
佐倉工業団地連絡協議会
会員企業数　６５社
佐倉第三工業団地連絡協議会
会員企業数　４３社

515

佐倉工業団地連絡協議会
会員企業数６３社
佐倉第三工業団地連絡協議会
会員企業数４０社
（平成２７年４月１日現在）

成果達成状況の分析と今後の方策

佐倉工業団地連絡協議会会員企業は前年度の６５社から６２社(５月末に１社減）となり、佐倉第三工
業団地連絡協議会会員企業は引き続き４０社となっている。工業団地内企業の連携を強化し、勤労者
の福祉向上を図る。

540

目標値
佐倉工業団地連絡協議会
会員企業数　６５社
佐倉第三工業団地連絡協議会
会員企業数　４３社

460

佐倉工業団地連絡協議会
会員企業数６３社
佐倉第三工業団地連絡協議
会会員企業数４１社
（平成２８年４月１日現在）

目標値
佐倉工業団地連絡協議会
会員企業数　６５社
佐倉第三工業団地連絡協議会
会員企業数　４３社

335

佐倉工業団地連絡協議会
会員企業数６６社
佐倉第三工業団地連絡協議
会会員企業数４０社
（平成２９年４月１日現在）

成果達成状況の分析と今後の方策

佐倉第三工業団地連絡協議会会員企業は前年度の４１社から４０社(１社減）となり、佐倉工
業団地連絡協議会会員企業は前年度の６３社から６６社となっている。工業団地内企業の
連携を強化し、勤労者の福祉向上を図る。

市内工業団地内１００社以上の連携を図る。

計画額
〔千円〕

各年度目標値
決算額
〔千円〕

各年度成果値

計画額
〔千円〕

各年度目標値
決算額
〔千円〕

各年度成果値

540

目標値
佐倉工業団地連絡協議会
会員企業数　６５社
佐倉第三工業団地連絡協議会
会員企業数　４３社

各年度成果値

540

目標値
佐倉工業団地連絡協議会
会員企業数　６５社
佐倉第三工業団地連絡協議会
会員企業数　４３社

320

佐倉工業団地連絡協議会
会員企業数６６社
佐倉第三工業団地連絡協議
会会員企業数４１社
（平成３０年４月１日現在）

成果達成状況の分析と今後の方策

佐倉第三工業団地連絡協議会会員企業は前年度の40社から41社(１社増）となり、佐倉工
業団地連絡協議会会員企業は６６社（前年度同）となっている。工業団地内企業の連携を強
化し、勤労者の福祉向上を図る。

平成28年度

平成29年度

平成30年度

平成31年度

計画額
〔千円〕

540

成果達成状況の分析と今後の方策

佐倉第三工業団地連絡協議会会員企業は前年度の４０社から４１社(１社増）となり、佐倉工
業団地連絡協議会会員企業は引き続き６３社となっている。工業団地内企業の連携を強化
し、勤労者の福祉向上を図る。

成果達成状況の分析と今後の方策

各年度目標値
決算額
〔千円〕

各年度成果値

計画額
〔千円〕

各年度目標値
決算額
〔千円〕



計画期間終了後の
最終的な成果値


